
府国生第１０７２ 号 

平成 18 年 11 月２日 

市区町村長 殿 

内閣府国民生活局長 

西 達 男 

（公印省略） 

公益通報者保護法の施行に伴う地方公共団体における体制整備について（要請） 

 各市区町村におかれましては、日頃より公益通報者保護制度への御理解、御協力

をいただき厚く御礼申し上げます。 

公益通報者保護法（平成 16年法律第 122 号、以下「法」という。）については、

平成18年４月１日より施行されています。 

法の円滑な運用のため、国会の附帯決議において行政機関の通報受付体制の整備

等が求められていることを踏まえ、平成17年７月19日に国の関係行政機関を構成

員とする｢公益通報関係省庁連絡会議｣において、「国の行政機関の通報処理ガイド

ライン（内部の職員等からの通報）」（別添参照）を申し合わせ、公表したところで

す。

既に国の行政機関においては、本ガイドラインに基づき、内部規程の作成、通報

処理手続等の窓口の整備が行われており、各都道府県においても同様の取組みが進

められておりますが、各市区町村においてもその体制整備を早期に行っていただく

ことが強く望まれます。 

このため、各市区町村におかれましては、上記ガイドライン等を参考としつつ、

内部の職員等からの通報に適切に対応できるよう、通報・相談窓口、通報処理手続

等の整備に速やかに取り組んでいただきますよう要請いたします。 

 なお、行き違いで既に整備をすまされているか、予定されている場合には、何卒

ご容赦下さい。 

以上 
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事 務 連 絡 

平成 22 年８月３日 

東京都 御担当者様 

公益通報者保護制度に関する体制整備の要請文の送付について 

拝啓 

時下ますます御清祥の段、お慶び申し上げます。公益通報者保護制度に関し、か

ねてから御理解、御協力いただき、厚く御礼申し上げます。 

さて、本年４月に実施いたしました「行政機関における公益通報者保護法の施行

状況調査」につきましては、御多忙の折、御協力をいただき誠にありがとうござい

ました。同調査の結果を踏まえ、通報・相談の受付窓口の設置・運用に関し、別添

のとおり要請いたしますので、よろしく御検討賜りますようお願いいたします。 

なお、上記調査結果、市区町村における窓口設置の検討等につきましては、公益

通報者保護制度ウェブサイト（http://www.caa.go.jp/seikatsu/koueki/chosa-ken 

kyu/files/h21gyousei-chosa.pdf）を御活用いただければ幸いです。 

敬具 

【本件問合せ先】 

消費者庁企画課公益通報者保護係 

〒100-6178 千代田区永田町 2-11-1 

電話：03-3507-9167（直通） 

FAX：03-3507-9283 

担当者： 米田（noriko.yoneda@caa.go.jp） 

岡田（makoto.okada@caa.go.jp） 
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消企画第１４７号－１ 

平成 22 年８月３日 

東京都知事 殿 

消費者庁長官 

公益通報者保護制度に関する体制整備について（要請） 

 東京都におかれましては、日頃より公益通報者保護制度に関し、御理解、御協力

いただき厚く御礼申し上げます。 

公益通報者保護法（平成 16 年法律第 122 号。以下「法」という。）は、平成 18

年４月１日より施行されています。また、法の成立時における国会の附帯決議にお

いて、行政機関の通報受付体制の整備等が求められていることを踏まえ、平成 17

年７月19日に「国の行政機関の通報処理ガイドライン（内部の職員等からの通報）」

を公表しているところです。 

東京都におかれましては、通報処理ガイドライン等を参考にしていただきながら、

それぞれの実情に応じて通報受付体制を整備されていることと存じますが、通報の

適切な処理に遺漏ないよう、引き続き格段の御尽力をお願いいたします。 

また、このような通報処理体制は、国・都道府県・市区町村を通じて整備される

ことが必要ですが、本年４月に実施した調査によると、市区町村における通報・相

談の受付窓口の設置が伸び悩んでいる状況です。 

このため、消費者庁は、未設置の市区町村（「設置予定」と御回答いただいた地

方自治体、未回答の地方自治体を含みます。）について、人口10万人以上の市区に

対しては別紙１により、その他の市区町村に対しては別紙２により要請を行ったと

ころです。 

東京都におかれましては、各都道府県内の市区町村のモデルとなるような先駆的

な取組の紹介等、市区町村に対し、御支援いただきたく、引き続き御尽力の程、お

願い申し上げます。 

消費者庁におきましても、行政機関職員向けの研修会の開催や公益通報者保護制

度ウェブサイトによる情報配信等、引き続き法の円滑な施行に向けて取り組んでま

いりますので、一層の御協力をお願いいたします。 
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消企画第１４７号－２ 

平成 22 年８月３日 

各市区長 殿 

消費者庁長官 

公益通報者保護制度に関する体制整備について（要請） 

 各市区におかれましては、日頃より公益通報者保護制度に関し、御理解、御協力

いただき、厚く御礼申し上げます。 

公益通報者保護法（平成 16 年法律第 122 号、以下「法」という。）は、平成 18

年４月１日より施行され、法の成立時における国会の附帯決議において、行政機関

の通報受付体制の整備等が求められていることを踏まえ、平成17年７月19日に「国

の行政機関の通報処理ガイドライン（内部の職員等からの通報）」を公表している

ところです。 

既に国の行政機関と都道府県においては、上記ガイドラインに沿って、通報・相

談の受付窓口の整備が完了しておりますが、各市区町村においても、その整備を早

急に行っていただくことが強く望まれます。 

特に人口 10 万人以上の市区においては、約８割の自治体（本年４月に実施した

「行政機関における公益通報者保護法の施行状況調査」において、窓口の設置状況

について御回答いただいた277自治体中、225自治体）で整備がなされており、各

市区におかれましても、内部の職員等からの通報に適切に対応するための通報・相

談の受付窓口の整備に取り組んでいただきますよう要請いたします。 

消費者庁におきましても、行政機関職員向けの研修会の開催や公益通報者保護制

度ウェブサイトによる情報配信等、引き続き法の円滑な施行に向けて取り組んでま

いります。 

 なお、本状は、上記調査の結果に基づき、通報・相談の受付窓口について「設置

するか否かを検討中である」、「設置する予定はなく、検討もしていない」と回答さ

れた各自治体及び未回答の各自治体に加え、「設置予定」と回答された各自治体に

対しても送付しております。既に設置を済まされている場合には、何卒御容赦くだ

さい。 

別紙１ 
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消企画第１４７号－３ 

平成 22 年８月３日 

各市区町村長 殿 

消費者庁長官 

公益通報者保護制度に関する体制整備について（要請） 

 各市区町村におかれましては、日頃より公益通報者保護制度に関し、御理解、御

協力いただき、厚く御礼申し上げます。 

公益通報者保護法（平成 16 年法律第 122 号、以下「法」という。）は、平成 18

年４月１日より施行され、法の成立時における国会の附帯決議において、行政機関

の通報受付体制の整備等が求められていることを踏まえ、平成17年７月19日に「国

の行政機関の通報処理ガイドライン（内部の職員等からの通報）」を公表している

ところです。 

既に国の行政機関と都道府県においては、上記ガイドラインに沿って、通報・相

談の受付窓口の整備が完了しておりますが、各市区町村においても、その整備を早

急に行っていただくことが強く望まれます。 

つきましては、各市区町村におかれまして、内部の職員等からの通報に適切に対

応するための通報・相談の受付窓口の整備に取り組んでいただきますよう要請いた

します。 

消費者庁におきましても、行政機関職員向けの研修会の開催や公益通報者保護制

度ウェブサイトによる情報配信等、引き続き法の円滑な施行に向けて取り組んでま

いります。 

 なお、本状は、本年４月に実施した「行政機関における公益通報者保護法の施行

状況調査」の結果に基づき、通報・相談の受付窓口について「設置するか否かを検

討中である」、「設置する予定はなく、検討もしていない」と回答された各自治体及

び未回答の各自治体に加え、「設置予定」と回答された各自治体に対しても送付し

ております。既に設置を済まされている場合には、何卒御容赦ください。 

別紙２ 
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